
第３号様式（記入例） 

年  月  日 

船舶情報提供申請書（検査等抽出データ） 

 

日本小型船舶検査機構 業務部長 殿 

 

申請者 住 所 ○○ △△ △△ 

      氏 名 ○○国税局長  △△ △△   印 

 

 下記のとおり船舶情報（検査等抽出データ）の提供を受けたいので申請します。 

 また、提供を受ける船舶情報については、本申請書に記載した目的の達成に必要な範囲を超えて使用しないこと

及び第三者に提供しないことを誓います。 

 

記 

 

情報の種別（いずれかを○で囲む） １．検査・検定情報  ２．小型船舶用原動機放出量確認等情報 

データの検索・抽出の条件 

 

船舶所有者の氏名又は名称及び住所： 

××××、102-0073 東京都千代田区九段北９－９－９ 

抽出するデータ項目（事項） 

 

当該申請書交付日における船舶検査済票番号、船種、船名、船舶所有者の

氏名又は名称及び住所、船の長さ、幅、深さ、主機の種類、船舶番号 

データの使用目的 

 

○○税の滞納処分に関する調査のため 

データの使用方法 

 

○○税の滞納処分の執行 

データを必要とする事情・理由 

 

日本小型船舶検査機構から船舶情報の提供を受ける以外に、申請に係

る者の小型船舶の所有状況を知る手段がないため 

※ 個人情報の保護に関する法律第２

７条第１項各号（本人の同意のない個人

情報の第三者提供が認められる例外）

の該当する号（いずれかを○で囲む） 

 

１．第１号 法令に基づく要請である 

２．第２号 人の生命、身体又は財産の保護のための要請であって、本人

の同意を得ることが困難である 

３．第４号 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が

法令の定める事務を遂行するための要請であって、本人

の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすお

それがある 

※ 上の例外に該当することについて

の詳細な説明（根拠法令の名称、条番

号等） 

国税徴収法第 146 条の 2 

 

※ 「検索・抽出の条件」及び「抽出するデータ項目（事項）」のいずれにも個人情報が含まれない場合には記入不要です。個人情報は原則として提供できま

せんが、個人情報の保護に関する法律第２7条第１項各号のいずれかに該当する場合には提供することがありますので、その場合には各号のいずれに

該当するのか、また該当する理由を詳細にご記入ください。 

 

担当部署、担当者名及び電話番号 
○○国税局 ××課 △△△△ 
電話 03-9999-9999 

 

国税徴収法



第３号様式（記入例） 

令和  年  月  日 

 

船舶情報提供申請書（検査等抽出データ） 

 

日本小型船舶検査機構 業務部長 殿 

 

申請者 住 所 ○○都○○区～ 

      氏 名 ○○国税局長  △△ △△   印 

 

 下記のとおり船舶情報（検査等抽出データ）の提供を受けたいので申請します。 

 また、提供を受ける船舶情報については、本申請書に記載した目的の達成に必要な範囲を超えて使用しないこと

及び第三者に提供しないことを誓います。 

 

記 

 

情報の種別（いずれかを○で囲む） １．検査・検定情報  ２．小型船舶用原動機放出量確認等情報 

データの検索・抽出の条件 

 

船舶所有者の氏名又は名称及び住所： 

××××、102-0073 東京都千代田区九段北９－９－９ 

抽出するデータ項目（事項） 

 

記載例） 

調査期間（令和＊年＊月＊日から令和＊年＊月＊日まで）における船舶

検査済票番号、船種、船名、船舶所有者の氏名又は名称及び住所、船

の長さ、幅、深さ、主機の種類、定係港、船舶番号 

データの使用目的 記載例）国税の滞納処分に関する調査のため 

データの使用方法 記載例）国税の滞納処分の執行 

データを必要とする事情・理由 

 

日本小型船舶検査機構から船舶情報の提供を受ける以外に、申請に係

る者の小型船舶の所有状況を知る手段がないため 

※ 個人情報の保護に関する法律第２

７条第１項各号（本人の同意のない個人

情報の第三者提供が認められる例外）

の該当する号（いずれかを○で囲む） 

 

１．第１号 法令に基づく要請である 

２．第２号 人の生命、身体又は財産の保護のための要請であって、本人

の同意を得ることが困難である 

３．第４号 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が

法令の定める事務を遂行するための要請であって、本人

の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすお

それがある 

※ 上の例外に該当することについて

の詳細な説明（根拠法令の名称、条番

号等） 

国税通則法第 74 条の 12  

調査期間の根拠法令：国税通則法第 70 条 

※ 「検索・抽出の条件」及び「抽出するデータ項目（事項）」のいずれにも個人情報が含まれない場合には記入不要です。個人情報は原則として提供できま

せんが、個人情報の保護に関する法律第２7条第１項各号のいずれかに該当する場合には提供することがありますので、その場合には各号のいずれに

該当するのか、また該当する理由を詳細にご記入ください。 

 

担当部署、担当者名及び電話番号 
○○国税局 ××部 △△△△ 
電話 03-9999-9999 

 

国税通則法



第３号様式（記入例） 

令和  年  月  日 

 

船舶情報提供申請書（検査等抽出データ） 

 

日本小型船舶検査機構 業務部長 殿 

 

申請者 住 所 ○○県○○市～ 

      氏 名 ○○長  △△ △△   印 

 

 下記のとおり船舶情報（検査等抽出データ）の提供を受けたいので申請します。 

 また、提供を受ける船舶情報については、本申請書に記載した目的の達成に必要な範囲を超えて使用しないこと

及び第三者に提供しないことを誓います。 

 

記 

 

情報の種別（いずれかを○で囲む） １．検査・検定情報  ２．小型船舶用原動機放出量確認等情報 

データの検索・抽出の条件 

 

船舶所有者の氏名又は名称及び住所： 

××××、102-0073 東京都千代田区九段北９－９－９ 

抽出するデータ項目（事項） 

 

船舶検査済票番号、船種、船名、船舶所有者の氏名又は名称及び住

所、船の長さ、幅、深さ、主機の種類、船舶番号 

データの使用目的 

 

国税の滞納処分に関する調査のため 

データの使用方法 

 

国税の滞納処分の執行 

データを必要とする事情・理由 

 

日本小型船舶検査機構から船舶情報の提供を受ける以外に、申請に係

る者の小型船舶の所有状況を知る手段がないため 

※ 個人情報の保護に関する法律第２

７条第１項各号（本人の同意のない個人

情報の第三者提供が認められる例外）

の該当する号（いずれかを○で囲む） 

 

１．第１号 法令に基づく要請である 

２．第２号 人の生命、身体又は財産の保護のための要請であって、本人

の同意を得ることが困難である 

３．第４号 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が

法令の定める事務を遂行するための要請であって、本人

の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすお

それがある 

※ 上の例外に該当することについて

の詳細な説明（根拠法令の名称、条番

号等） 

地方税法第２０条の１１ 

※ 「検索・抽出の条件」及び「抽出するデータ項目（事項）」のいずれにも個人情報が含まれない場合には記入不要です。個人情報は原則として提供できま

せんが、個人情報の保護に関する法律第２7条第１項各号のいずれかに該当する場合には提供することがありますので、その場合には各号のいずれに

該当するのか、また該当する理由を詳細にご記入ください。 

 

担当部署、担当者名及び電話番号 
○○××課 △△△△ 
電話 03-9999-9999 

 

地方税法



第３号様式（記入例） 

令和  年  月  日 

 

船舶情報提供申請書（検査等抽出データ） 

 

日本小型船舶検査機構 業務部長 殿 

 

申請者 住 所 〇〇道〇〇市～ 

    氏 名 〇〇弁護士会 会長 □□□□ 印 

 

 下記のとおり船舶情報（検査等抽出データ）の提供を受けたいので申請します。 

 また、提供を受ける船舶情報については、本申請書に記載した目的の達成に必要な範囲を超えて使用しな

いこと及び第三者に提供しないことを誓います。 

 

記 

 

情報の種別（いずれかを○で囲む） １．検査・検定情報  ２．小型船舶用原動機放出量確認等情報 

データの検索・抽出の条件 

 

別紙参照 

抽出するデータ項目（事項） 

 

別紙参照 

データの使用目的 

 

○○○○ 

データの使用方法 

 

○○○○ 

データを必要とする事情・理由 

 

日本小型船舶検査機構から船舶情報の提供を受ける以外に、照会に

係る者の小型船舶の情報を知る手段がないため 

※ 個人情報の保護に関する法律第

２７条第１項各号（本人の同意のない

個人情報の第三者提供が認められる

例外）の該当する号（いずれかを○で

囲む） 

 

１．第１号 法令に基づく要請である 

２．第２号 人の生命、身体又は財産の保護のための要請であって、

本人の同意を得ることが困難である 

３．第４号 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた

者が法令の定める事務を遂行するための要請であっ

て、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支

障を及ぼすおそれがある 

※ 上の例外に該当することについ

ての詳細な説明（根拠法令の名称、条

番号等） 

弁護士法第２３条の２ 

 

※ 「検索・抽出の条件」及び「抽出するデータ項目（事項）」のいずれにも個人情報が含まれない場合には記入不要です。個人情報は原則として

提供できませんが、個人情報の保護に関する法律第２7条第１項各号のいずれかに該当する場合には提供することがありますので、その場合に

は各号のいずれに該当するのか、また該当する理由を詳細にご記入ください。 

 

担当部署、担当者名及び電話番号 
○○法律事務所 ○○△▽ 
電話 033-9999-9999 

令和元年5月14日改訂 

弁護士法



第３号様式（記入例） 

令和○年○月○日 

 

船舶情報提供申請書（検査等抽出データ） 

 

日本小型船舶検査機構 業務部長 殿 

 

申請者 住 所 ○○県○○市～ 

      氏 名 ○○事務所 所長△△ △△   印 

 

 下記のとおり船舶情報（検査等抽出データ）の提供を受けたいので申請します。 

 また、提供を受ける船舶情報については、本申請書に記載した目的の達成に必要な範囲を超えて使用しないこと

及び第三者に提供しないことを誓います。 

 

記 

 

情報の種別（いずれかを○で囲む） １．検査・検定情報  ２．小型船舶用原動機放出量確認等情報 

データの検索・抽出の条件 

 

船舶検査済票番号：第 2○○－○○○○○号（又は別紙のとおりでも

可。） 

抽出するデータ項目（事項） 

 

船種、船名、船舶所有者の氏名又は名称及び住所、船の長さ、幅、深

さ、定係港、主機の種類、船舶番号 

データの使用目的 

 

河川法第 77条第 1項及び第 75条第１項の規定により、○○川に放置さ

れている船舶の撤去を指示及び命令するため。 

データの使用方法 

 

提供を受けた氏名等の情報に基づき、所有者に対して船舶の撤去の指

示及び命令を通知する。 

データを必要とする事情・理由 

 

日本小型船舶検査機構から船舶情報の提供を受ける以外に、申請に係

る者の小型船舶の所有状況を知る手段がないため 

※ 個人情報の保護に関する法律第２

７条第１項各号（本人の同意のない個人

情報の第三者提供が認められる例外）

の該当する号（いずれかを○で囲む） 

 

１．第１号 法令に基づく要請である 

２．第２号 人の生命、身体又は財産の保護のための要請であって、本人

の同意を得ることが困難である 

３．第４号 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が

法令の定める事務を遂行するための要請であって、本人

の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすお

それがある 

※ 上の例外に該当することについて

の詳細な説明（根拠法令の名称、条番

号等） 

河川区域内の放置艇の撤去の指示及び命令は、河川法第 77 条第 1

項及び第 75条第１項の業務である。また、撤去の指示及び命令を受ける

べき者（所有者）に情報提供について所有者本人の同意を得ようとした場

合、所有者が河川管理者の動向を察知し、撤去等に係る責任や処罰を

免れるために船舶検査済票を塗抹する等により船舶の識別を不能にして

しまうおそれがある。結果として、放置艇の撤去が適切に行われず、河川

管理事務の遂行に支障を及ぼすこととなる。 

以上のことから、本件は、個人情報保護法第 27 条第 1 項第 4 号に該

当する事案である。 

※ 「検索・抽出の条件」及び「抽出するデータ項目（事項）」のいずれにも個人情報が含まれない場合には記入不要です。個人情報は原則として提供できま

せんが、個人情報の保護に関する法律第２７条第１項各号のいずれかに該当する場合には提供することがありますので、その場合には各号のいずれに

河川法



第３号様式（記入例） 

該当するのか、また該当する理由を詳細にご記入ください。 

 

担当部署、担当者名及び電話番号 
○○事務所 ××課 △△△△ 
電話 03-9999-9999 

 




